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実際のところ「2024年問題」はどうなっているのか？
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物流「2024年問題」が顕在化

物流停滞は、地域経済にマイナスの影響を及ぼす。

例1）北海道十勝地区において、航空燃料不足が発生
→海外の航空便が運航を断念
→外国人観光客の減少による観光収入の減少

※出典：2024年6月21日 十勝新聞記事

物流に携わるすべての人たちは、日本経済や国民の生活
を支える「無くてはならない存在」

例2）2024年春、某地方において、鋼材輸送網の一部が一時破綻
→きっかけは、運送会社の撤退によるもの
→理由は、これまでの運行形態では法令が遵守できないため

※ヒアリングに基づく
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（参考）R5年の監督指導、送検等の状況 ※2024年7月30日公表

※厚労省資料（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41824.html）
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（参考）R5年の監督指導、送検等の状況 ※2024年7月30日公表
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改善基準告示が2024年4月に見直しされている

※厚労省資料から引用：https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/000999211.pdf
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そもそも改善基準告示とは？

※厚生労働省パンフレットから引用
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（出典：令和5年6月30日厚生労働省報道資料
および「改善基準告示見直しについて」）

令和4年度 脳・心臓疾患に係る労災請求・決定件数の推移
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改善基準告示見直しの背景等

■1年の拘束時間（3,300時間）＝1年の法定労働時間（40時間×52週）＝2,080時間
＋1年の休憩時間（1時間×週5日×52週）＝260時間
＋時間外労働960時間

■1か月の拘束時間（284時間）＝1年の拘束時間（3,300時間）÷12か月＝275時間
275時間に、1か月に1日の休日労働の拘束時間（9時間）を加えて284時間
※3,400時間÷12か月＝283.3時間（≒284時間）

使用者側としては、これまで主張してきた実態に即した取扱いにしていただいたという
こと。また、特に荷主対策について、一定の配慮を頂いたものとして評価をしたいと
思っております。（第10回）―馬渡委員―

〇労働政策審議会における改善基準見直しの議論から抜粋

月の特例について、今回事務局から310時間という形でお示しをしておりますが、これ
については、使側から原則284時間との御意見を頂きましたので、その1.1倍ということ
でお示ししております。これは、現行の基準の原則が293時間で、その特例が320時間
となっておりますが、これが原則の1.1倍ということですので、それと同じ水準で示してい
るということでございます。（第8回）―監督課長―
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【要注意】月の拘束時間と休日労働の限度違反

■2018年7月、国交省が行政処分基準を改正(引き上げ）
 さらに2024年10月1日に処分量定が引上げ(違反件数に比例した処分が導入)

■月の拘束時間及び休日労働(2週間に1度まで)の限度違反が1件あっただけでも
 行政処分(車両停止)の対象となる。

※国交省資料から引用
※月の拘束時間数は旧改善基準告示の内容であることに注意
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今後、事業者が減少する可能性

※全ト協資料（https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/keiei/bunseki_r04sharyo_chiiki.pdf）

全事業者の過半数を占める「10台以下の事業者」の収支は赤字が続く

〇2030年代半ばを目指すとされていた「最低賃金1,500円」
が、足元では2020年代に目指すとされている

〇パートの社会保険加入対象が2024年10月から「従業員
51人以上の事業所」に拡大

〇円安傾向や原油高が続いており、それに伴い物価高が継続

〇運送業自身も取引先からの価格転嫁要請に対応が必要

運送業の事業継続がこれまで以上に厳しくなるおそれ
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最低賃金の上昇

２０２４年 ２０３５年予想

全国平均
最低賃金 1,054 1,506

月額換算（173h） 182,342 260,610

東京

最低賃金 1,163 1,662

月額換算（173h） 201,199 287,561

残業単価（1.25） 1,454 2,078

愛知

最低賃金 1,077 1,539

月額換算（173h） 186,321 266,296

残業単価（1.25） 1,346 1,924

大阪

最低賃金 1,114 1,592

月額換算（173h） 192,722 275,416

残業単価（1.25） 1,393 1,990

※出典：みらいコンサルティンググループ資料

※毎年3.30%ずつ上昇すると2035年に1500円を超えることを前提に試算
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R6年の監督指導はどうなるのか
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自動車運転者については、違法な長時間労働等が疑われる事業場に対し的確
に監督指導を実施するなどの対応を行う。また、地方運輸機関と連携し、相互通
報制度を確実に運用するとともに、地方運輸機関と協議の上、合同監督・監査を
行う。

令和６年度地方労働行政運営方針

※厚労省「令和６年度地方労働行政運営方針」から引用

各種情報から時間外・休日労働時間数が１か月当たり80 時間を超えていると
考えられる事業場及び長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請
求が行われた事業場に対する監督指導を引き続き実施する。

トラック運転者については、引き続き、関係省庁とも連携しながら、労働局に編成
した「荷主特別対策チーム」において、発着荷主等に対して、長時間の恒常的な
荷待ち時間を発生させないこと等についての監督署による要請と、その改善に向け
た労働局による働きかけを行うとともに、賃金水準の向上に向けて、賃金の原資と
なる適正な運賃（標準的な運賃）を支払うことについて周知を行う。さらに、改正
後の改善基準告示について引き続き丁寧に周知を行う。
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（参考）R5年の相互通報制度等の実施状況 ※2024年7月30日公表

※厚労省資料（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41824.html）
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※国交省「行政処分情報」：https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03punishment/cgi-bin/search.cgi
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※国交省「行政処分情報」：https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03punishment/cgi-bin/search.cgi

検索条件に応じて、行政処分の年月日、会社名、代表者名、住所、違反点数が一覧と
なって表示される。

行政処分情報
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行政処分情報

※国交省「行政処分情報」：https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03punishment/cgi-bin/search.cgi
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※国交省「貨物自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」

処分対象台数
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荷主勧告制度

貨物自動車運送事業法第６４条に より、実運送事業者が行政処分等を受け
る場合に、当該処分等に係る違反行為が主に荷主の行為に起因するものである
と認められる場合に、当該荷主に対して、再発防止のための勧告を行うもの。

〇荷主が、実運送事業者に対する優越的地位や継続的な取引関係を利用 して
次の行為を行った事例

(ｱ) 非合理的な到着時間の設定 
(ｲ) やむを得ない遅延に対するペナルティの設定 
(ｳ) 積込み前に貨物量を増やすような急な依頼 
(ｴ) 荷主管理に係る荷捌き場において、手待ち時間を恒常的に発生させているに
もかかわらず、実運送事業者の要請に対し通常行われるべき改善措置を行わ
ないこと

〇実運送事業者の違反に関し、荷主の関係者が共同正犯若しくは教唆犯又は強
要罪で公訴が提起された事例その他荷主の指示等が認められた事例 

※荷主勧告が発動された場合、当該荷主名及び事案の概要が公表される。
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トラックＧメンの設置

※R5年7月国交省プレスリリースから引用
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①電話聴取や訪問などによる、違反原因
行為の疑いのある荷主情報の積極的収集

・荷主の違反原因行為を投稿してきたトラック事業者へのフォローアップ調査
・目安箱（国交省ＨＰ）に寄せられた投稿情報のフォローアップ調査
・「働きかけ」や「要請」を実施済みの荷主等について、再度同種の違反原因行為をしている
疑いがある場合、情報提供元であるトラック事業者へのフォローアップ調査

※国土交通省公表資料を元に作成

②違反原因行為をしている疑いのある荷主等の
支店、荷捌き場周辺などへのパトロール
（現場の状況確認）

③各種フォローアップ調査

トラックＧメンによるプッシュ型情報収集
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※国土交通省2024年11月1日プレスリリース資料
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改正物流二法に関するトピックス
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物流関連二法の改正（2024年4月26日成立、同年5月15日公布）

※国交省資料より

25
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流通業務総合効率化法改正のポイント

【すべての事業者】
○荷主*(発荷主、着荷主)および物流事業者(トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、

倉庫)は、物流効率化に取り組む（努力義務）
＊ 元請トラック事業者、利用運送事業者は荷主に協⼒する努⼒義務。また、フランチャイズチェーン本部にも荷主に準ずる義務を負う。

〇取り組むべき措置について、国が判断基準を策定

○上記取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助⾔、調査・公表を実施

【一定規模以上の荷主および物流事業者】
○荷主および物流事業者うち一定規模以上のもの(特定事業者)は、中⻑期計画の作

成や定期報告等をおこなう（義務）

〇中長期計画の実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施

 (特定事業者が命令に従わなかった場合等、100万円以下の罰金)

○特定事業者のうち荷主は物流統括管理者を選任（義務）

その他、法律名が「物資の流通の効率化に関する法律」に変更
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流通業務総合効率化法改正のポイント

※経産省資料より
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流通業務総合効率化法改正のポイント

※国交省資料より
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特定事業者の種類と指定基準値（案）

※国交省資料より
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貨物自動車運送事業法改正のポイント

○運送契約において、役務内容や対価等(附帯業務料、燃料サーチャージ等を含
む)について記載した書面を交付する（義務）

○元請事業者は、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿を作成
する（義務）

○運送事業者が運送を下請けに出す場合は、健全化措置(運送費用の概算額
を把握した上で申し込む。運賃が概算額を下回る場合は、荷主へ交渉を申し
出る。2次下請けまでに制限する)を講じる（努⼒義務）

○下請けに出す輸送重量が一定規模以上の事業者は、健全化措置に関する管
理規程(＝運送利用管理規程)を作成し、責任者を選任する（義務）

○元請事業者は、運送を行う他の運送事業者に対し、元請連絡事項を通知しな
ければならない（義務）

○運送事業者は、引き受けた貨物の運送について、庸車に出す場合には、元請
連絡事項と請負階層を通知しなければならない（義務）

○通知を受け、かつ、その引き受けた貨物の運送について実運送を行う運送事業
者は、元請事業者に対し所定の事項を通知しなければならない（義務）
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貨物自動車運送事業法改正のポイント

※近畿運輸局資料より



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 32

荷主として留意すべき独占禁止法のポイント



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

33

33Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 33

優越的地位の濫用規制(独禁法第2条第9項第5号)

※公正取引委員会「優越的な地位の乱用に関するハンドブック」：https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu_files/yuuetsu.pdf



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

34

34Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 34

優越的地位の濫用規制(独禁法第2条第9項第5号)

「荷主(A社)が運送会社(B社)に対して優越した地位にある」とは

荷主との取引の継続が困難になることが運送会社の事業経営上大きな支障

を来すため、荷主が運送会社にとって著しく不利益な要請等を行っても、

運送会社が受け入れざるを得ないような場合

※公正取引委員会「優越的な地位の乱用に関するハンドブック」：https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu_files/yuuetsu.pdf



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

35

35Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 35

優越的地位の濫用規制(独禁法第2条第9項第5号)

「正常な商慣習」とは

公正な競争秩序の維持・促進の立場から是認されるものをいう。

現存する商慣習に合致しているからといって、直ちにその行為が正当化される

ことにはならない。

※公正取引委員会「優越的な地位の乱用に関するハンドブック」：https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu_files/yuuetsu.pdf

「→問題となる不利益の程度、行為の拡がり等を考慮して、個別の事案ごとに判断さ

れる。例えば、

①多数の取引の相手方に対して組織的に不利益を与える場合

②特定の取引の相手方に対してしか不利益を与えていないときであっても、

その不利益の程度が強い、又は、その行為を放置すれば他に波及する恐れが

ある場合



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

36

36Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 36

優越的地位の濫用規制(独禁法第2条第9項第5号)

※公正取引委員会「優越的な地位の乱用に関するハンドブック」：https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu_files/yuuetsu.pdf

〇購入・利用強制 〇協賛金等の負担の要請

〇従業員等の派遣の要請 〇支払遅延

〇減額 〇受取拒否

〇その他経済上の利益の提供の要請 〇返品

〇その他取引の相手方に不利益となる取引条件の設定等
→取引の対価の一方的決定

→やり直しの要請

→その他

■公正取引委員会「独禁法Q&A」では、優越的地位の濫用として問題となるおそれがある
として、以下を例示している。



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

37

37Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 37

優越的地位の濫用にあたった場合

※公正取引委員会「優越的な地位の乱用に関するハンドブック」：https://www.jftc.go.jp/houdou/panfu_files/yuuetsu.pdf



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

38

38Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 38

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」

荷主側も、必ず読んでおかれたい

（理由）

・運送会社との価格交渉において、コンプライ
アンス違反をしないため

・自社に仕事を発注してくれている先への価
格転嫁の交渉に必要な知識を得るため



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

39

39Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の概要

発注者として採るべき行動／求められる行動 

① 本社（経営トップ）の関与

② 発注者側からの定期的な協議の実施

③
説明・資料を求める場合は公表資料と
すること

④
サプライチェーン全体での適切な価格転
嫁を行うこと

⑤ 要請があれば協議のテーブルにつくこと

⑥ 必要に応じ考え方を提案すること

受注者として採るべき行動／求められる行動 

① 相談窓口の活用

② 根拠とする資料

③ 値上げ要請のタイミング

④
発注者から価格を提示されるのを待た
ずに自ら希望する額を提示

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動

① 定期的なコミュニケーション

② 交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管

出典：2023.11.29 公正取引員会・内閣官房「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（概要）」を元に作成

荷主企業 運送事業者



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 40

物流特殊指定



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

41

41Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 41

物流特殊指定とは

※公正取引委員会資料：https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/content/000268307.pdf

荷主と物流事業者との取引における優越的地位の濫用を規制するために指
定されている独占禁止法上の告示



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

42

42Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 42

物流特殊指定とは

※公正取引委員会資料：https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/content/000268307.pdf



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

43

43Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 43

物流特殊指定とは

※公正取引委員会資料：https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/content/000268307.pdf

■特定荷主の禁止行為



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。
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44Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 44

下請法改正の動き

※「中小企業・小規模事業者政策調査会 提言」から抜粋
(R6年5月30日 自民党政務調査会/中小企業・小規模事業者政策調査会）



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

45

45Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 45

下請法改正の動き

■第3回「企業取引研究会」における議事要旨からの抜粋(R６年10月７日）

※出典：https://www.jftc.go.jp/soshiki/kyotsukoukai/kenkyukai/kigyoutorihiki/kaisaijyokyo/index.html



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

46

46Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 46

下請法改正の動き

※「経済財政運営と改革の基本方針2024について」(2024骨太の方針)から抜粋
(R6年6月21日 閣議決定）

2025年度に、荷主から運送業への運送委託も対象とすることを含める
内容の改正下請法案が提出される可能性がある。

ところで、なぜ「物流特殊指定」が現存するにも拘らず、
下請法を改正しようという動きが出ているのか？
その理由は・・・



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 47

まとめ



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。

48

48Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 48

荷主として取り組むべき事項

〇物流二法への理解を深めるとともに、関連政省令の検討状況を注視する

〇改善基準告示を理解し、取引先運送会社が遵守できる環境づくりをサポートする

〇運賃交渉や付帯サービスの見直し等において、独占禁止法および関連告示等に沿
った対応を行う

〇トラックGメン(運輸局、運輸支局）のヒアリングには真摯に対応する

〇持続可能な物流の実現に向けて、荷主と運送会社がパートナーシップを強化し、諸
課題への取組を継続する



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 49

（ご参考）物流改善取組事例



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 50

※経産省「物流デジタルサービス」事例集より



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 51

※経産省「物流デジタルサービス」事例集より



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 52

※経産省「物流デジタルサービス」事例集より



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。Copyright 三井住友海上火災保険株式会社 無断転載・複写を禁止します。 53

※経産省「物流デジタルサービス」事例集より



Copyright 202４ MS&AD経営サポートセンター 無断転載・複写を禁止します。
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